
第 12 期理事候補者選挙の新たな実施案について 

選挙管理委員会 

１．新たな理事候補者選挙実施案について 

 新型コロナウィルス感染症拡大の影響を鑑み、理事候補者選挙の手続きに関する細則第

13 条に基づき、別紙 1-2 及び別紙 1-3 の通り、第 12 期理事候補者選挙を実施することと

したい。なお、別紙 1-2 は、3 月中に会員の皆様に WEB 及び郵送で通知する予定である。

また、選挙に使用するサイトについては、今後、一般社団法人学会支援機構様と相談しつ

つ構築する予定である。 

＜理事候補者選挙の手続きに関する細則＞ 

第 13 条（危機管理） 

自然災害の発災や感染症の拡大など不測の事態により、本細則にもとづく理事候補者選

挙の実施が困難と認められた場合、委員会は、実施可能な新たな理事候補者選挙実施の案

を作成し、理事会に報告しその承認を得た場合は、その手続によって実施するものとする。 

２．新たな理事候補者選挙実施案に関する補足説明 

1）理事候補者選挙の手続きに関する細則との関係

上記の新たな理事候補者選挙実施案では、選挙における理事候補者の推薦及び投票を、

学会の会員専用サイトを通じてオンラインで実施する。すなわち、理事候補者選挙の手続

きに関する細則で想定されている「投票用紙を郵送して行う推薦及び投票」を、「オンライ

ンで行う推薦及び投票」と読み替えて実施することとする。該当箇所は以下の通りである。

＜理事候補者選挙の手続きに関する細則＞ 

第６条（理事候補被推薦者名簿の作成） 

  委員会は、正会員に対し２週間の推薦期間を定めて理事候補者推薦を告示し、正会員

の自薦又は他薦により１会員当たり 10 名以内の理事候補被推薦者を郵送によって募集

するものとする。 

第７条（選挙の実施） 

委員会は、正会員に対し２週間の投票期間を定めて理事候補者の選挙を告示し、下記の

手続きにより選挙を実施する。 

（１）委員会設置日に在籍する正会員の住所に、委員会発行の所定の投票用紙、理事候補

被推薦者名簿及び投票方法を記した文書を郵送する。 

（２）投票は、理事候補被推薦者名簿から 10 名以内の連記により行う。

（３）投票は無記名によるものとする。

（４）投票用紙は、２週間の投票期間内に委員会に到着するように郵送されなければなら

ない。 
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第８条（無効票の決定） 

次のいずれかに該当する投票は無効とし、疑義あるものについては委員会が判定する。 

（１）所定の投票用紙を用いない場合

（２）所定数を超えて理事候補被推薦者の氏名を記入した場合(記入されたすべての人数

について無効とする。) 

（３）記入された理事候補被推薦者の氏名を確認し難い場合(確認できる人数に限り有効

とする。) 

（４）所定の投票期間を越えて委員会に到着した場合

（５）その他所定の投票方法によらない投票を行った場合

2）一般社団法人学会支援機構様のシステムを採用することについて

オンラインでの選挙実施に関しては、多様なサービスが利用可能である。今回、（一社）

学会支援機構様のシステムを利用する理由は次の 3 点である。 

①選挙が、個人でのログインが必要な学会の会員専用サイト内で完結するため、一般的

によく採用されている電子メールで投票サイトを案内する方法に比べ、本人確認が容

易である。また、電子メールの不達や、誤送信による情報漏洩等のリスクも低くなる。

②個人情報保護を含むこれまでの会員管理業務の委託実績に問題がなく、情報管理体制

がすぐにわかりにくい新たな業者と契約を締結する必要がない。

③会員専用サイトを利用するため、課題である会員名簿の情報更新が進む可能性がある。 

一方で、上記システムを利用するデメリットとして、次の 2 点が想定される。 

①各自で会員専用サイトへログインする必要があるため、電子メールで投票サイトを案

内する場合に比べ、投票までに手間がかかる。

②会員番号やパスワードの紛失等により、スムーズに会員専用サイトへログインできな

い会員が多数出た場合、投票の棄権等により投票率が低下する可能性がある。

 なお、上記システムの利用料は、１回の投票につき 100,000 円（税別）である。この利

用料は、有権者 1 人あたり 100 円という利用料を設定している業者に比べてやや割高であ

るが、会員専用サイト及び投票システムに関する会員からの問い合わせ対応も含んだ価格

であることを考慮すると、妥当であると考える。 

以 上 
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第 12 期理事会の会長選挙における新たな実施案について 

会長 石田 祐 

１．新たな会長選挙実施案について 

 2022 年度定時総会及び第 24 回研究大会は、新型コロナウィルス感染症対策として遠隔

開催にて実施される見込みである。この定時総会及び研究大会直後に開催される予定であ

る「第 12 期会長選挙」についても、対面での開催を決断するには不透明な状況であり、適

切に選挙を実施できる危機管理対応が求められる。ついては、正副会長選定規程第 20 条に

基づき、第 12 期理事会の会長選挙における投票の実施は、WEB 会議ツール「Zoom」を利用

した遠隔開催で実施することを承認いただきたい。 

＜正副会長選定規程＞ 

第 20 条 自然災害の発災や感染症の拡大など不測の事態により会長選挙の実施が困難

と認められた場合、選挙管理者は、実施可能な新たな会長選挙実施の案を作成し、理事会

に報告しその承認を得た場合は、その手続によって実施するものとする。 

※選挙管理者＝前期理事会の会長

２．新たな会長選挙実施案に関する補足説明 

 上記の新たな会長選挙実施案は、会長選挙における投票部分について、Zoom を利用して

遠隔で実施するものである。すなわち、正副会長選任規程で定めている「投票所」を「Zoom」

等に、また「投票用紙を用いた投票」を「Zoom を利用した投票」等に読み替えて実施する

こととする。規程における該当箇所は以下の下線部の通りである。 

＜正副会長選定規程＞ 

（被選挙人となることの辞退の受付）  

第９条 理事候補者は、会長選挙に先立ち、会長選挙の被選挙人となることを辞退すること

ができる。  

２ 選挙管理者は、前条第３項に基づき理事候補者に対して会長選挙の実施を告知

するに際し、理事候補者が被選挙人となることの辞退を希望する場合は、所定の期

限までに選挙管理者に対してその旨を電子メールにより届け出ることを求める。  

３ 選挙管理者は、前項により理事候補者が辞退を届け出たときは、それを受理する。 

４ 選挙管理者は、前項で辞退を受理した理事候補者を除き、会長選挙の被選挙人名

簿及び投票用紙（様式第１号以下、同じ。）を作成する。 
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（投票方法）  

第 12 条 投票の方法は、本章第２節に定める投票所における投票又は第３節に定める不

在者投票とする。 

（投票所）  

第 14 条 投票所は、第１回理事会会場など選挙管理者が指定する場所に設ける。 

２ 投票所の開閉時間は、第１回理事会の開会時間内で、選挙管理者が定めると

ころによる。 

（投票用紙及び投函） 

第 15 条 選挙人は、投票用紙に記載されている候補者欄に◯の記号を自書し、これを投票

箱に入れなければならない。 

（無効投票）  

第 17 条 第４章第２節に定める投票所での投票について、次の各号のいずれかに該当する

投票は無効とする。 

① 所定の投票用紙を用いないもの

② 一つの職に対し２名以上の候補者欄に◯の記号を記載したもの

③ ◯以外の事項を記載したもの

④ 白票

（開票）  

第 19 条 開票は、第１回理事会の投票所において、選挙人の立ち会いの下にその面前にお

いて、選挙管理者が行う。 

（書類保存）  

第 22 条 選挙管理者は、投票所の事務終了後直ちに、開票された投票を封入押印し、本会

事務局に引き継がなければならない。 

以 上 

報告13

4


	報告13_第12期理事候補者選挙における危機管理
	報告13_第12期理事会の会長選挙における危機管理



